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第27回産業統計部会議事録 

 

１ 日  時 平成23年６月３日（金） 16:00～17:45 

 

２ 場  所 総務省第２庁舎 ６階特別会議室 

 

３ 出 席 者  

（部 会 長）廣松毅 

（委   員）深尾京司、縣公一郎 

（専 門 委 員）小針美和、西郷浩、納口るり子、本間正義 

（審議協力者）内閣府、総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、

千葉県、静岡県 

（調査実施者）農林水産省大臣官房統計部：前原経営・構造統計課長ほか 

（事 務 局）内閣府統計委員会担当室：杉山参事官 

       総務省政策統括官付統計審査官室：吉田調査官ほか 

 

４ 議  題  農業経営統計調査の変更について 

 

５ 議 事 録 

○深尾委員 少し早いですが、ただいまから「第27回産業統計部会」を開会します。 

 廣松部会長は前の会議が長引いて少し遅れられるとのことですが、部会は開会しておい

てほしいという御希望ですので、部会長がいらっしゃるまで、部会長代理の私、深尾が議

事進行を務めさせていただきます。 

 今回も前回に引き、農業経営統計調査の変更について審議いたします。 

 それでは、まず、本日の配布資料について、総務省の吉田調査官から説明をお願いしま

す。 

○吉田調査官 議事次第等を御覧ください。 

 本日用意してございます資料は、二つでございます。 

 資料１として、「第 26 回産業統計部会結果概要」です。前回の部会の結果概要について

は、既にメールで確認を頂いています。つきましては説明を割愛させていただきます。参

考までにということで用意しております。 

 資料２として、「第 26 回産業統計部会において出された意見等に対する回答」の資料で

ございます。 

 今回も前回に引き続き、個別の論点の審議をお願いすることになりますけれども、資料

といたしましては、農業経営統計調査についての１回目の部会でございます第 25 回部会で

配布しました資料３－１と３－３それから、資料集的なものですけれど、３－２というこ
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とでございます。お手元にない方がいらっしゃれば、多少ですが余部がございますので、

おっしゃっていただければと思います。以上です。 

○深尾委員 ありがとうございました。審議に入らせていただきます。 

 本日の部会では、まず前回部会で宿題とされた事項の整理を行った後、前回審議できな

かった個別論点について、引き続き審議を行います。 

 個別論点については、本日の部会で全ての議論を終えたいと思っておりますので、効率

的な審議への御協力をよろしくお願いします。場合によっては少し時間が超過する場合も

あります。御予定がある場合は、退席していただいても結構ですが、あらかじめ御了承く

ださい。 

 それでは宿題の一つ目です。調査体系の変更部分で前回議論になった、集落営農以外の

任意組織経営体の動向把握についてです。営農類型別経営統計を作成する調査において、

調査の効率化・重点化を図るために集落営農以外の任意組織経営体を調査対象から外すと

いう計画でした。これに対して様々な経営体について幅広く情報を集めるという観点から

は、今後も集落営農以外の任意組織経営体についても、何らかの形で、継続して把握すべ

きではないかとの御意見があり、農林水産省から回答を頂くことになっていました。 

 では、農林水産省から回答をお願いします 

○前原課長 それではお手元の資料２の１に基づきまして説明いたします。前回、本間専

門委員を始め御意見を頂きまして、現在行っております農業経営統計調査の集落営農以外

の任意組織経営体について、その経営環境、今後の意向等個別の事情を把握させていただ

きました。 

 資料２の別添１を御覧ください。農業経営統計調査において集計対象としている集落営

農以外の任意組織経営体というのは、この表にございますように 17 経営体となっておりま

す。実は標本数は 30 経営体を予定していたわけでございますけれども、過去に選定した経

営体が既に集落営農化あるいは法人化するなどして、調査対象から脱落し、現在、17 経営

体になっています。先般来、御説明しましたように、母集団も減少しておりますので、補

充選定も非常に困難な状況になっているということでございます。 

 この 17 経営体を御覧いただきますと、大体が高齢化の中で、集落全体での営農を目指す

のではなくて、特定の農家が参画した農業機械の共同利用化、あるいは農作業の共同化等

を目的に設立された組織体でございます。 

 東北から近畿までございますけれども、表の上に記載しました東北や関東の任意組織経

営体は数戸の世帯で構成されており、また耕地面積もさほど多くない。表の下の方、近畿

の任意組織経営体の一つは構成世帯数が67と非常に多くございますけれども、これも面積

としては、0.8ヘクタールという非常に小さな経営体ということでございます。 

 そこの右に、今後の経営の意向を把握いたしましたけれども、17 経営体のうち 16 経営

体、つまり大半の経営体が規模拡大を予定しておりませんし、それからナンバリングで申

しますと、３番と５番の関東の経営体につきましては、今後、高齢化や後継者難の中で数
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年後には解散を予定しているということでもございます。 

 経営の意向を確かめましたところ、戦略的作物である、麦、大豆、飼料米等につきまし

ても一つの経営体を除きまして経営展開、取組意欲というのはさほどない。それから集落

営農化の今後の可否でございますけれども、これも余り見られないということで、率直に

申し上げまして、全体として見れば農業経営として注目すべき特徴点は余り見られないの

ではないかということが、今回の聞き取りで明らかになったということでございます。 

 戻っていただきまして、最初のページの２以降でございます、2010 年世界農林業センサ

ス結果によると、任意組織経営体は約 13,000 経営体あるわけですが、このうち集落営農以

外の任意組織経営体を継続して調査するためには、従来と同様の母集団情報が必要となる

わけでございますけれども、2010 年世界農林業センサスでは急速に集落営農化が進んでい

るという農業構造の変化も踏まえまして、2005 年農林業センサスにありました集落営農以

外の任意組織経営体を判定する項目を廃止しているということで、必要な母集団情報がな

くなっているという実態がございます。 

 そのため、仮に、私どもの経営統計調査で引き続き継続する、あるいは、別の調査で実

施する場合であっても、改めて母集団情報を整備する必要があるということで、私どもの

現状の統計組織では極めて困難であるという状況です。 

 したがいまして、先ほど申し上げましたような、現在の集落営農以外の任意組織経営体

の実態、あるいは私どものマンパワーを効率的に重点的に配分するということからいたし

ますと、恐縮でございますけれども、任意組織経営体については、当初案のとおり集落営

農に限定する対応とさせていただければというふうに思っておりますので、よろしくお願

い申し上げます。 

○深尾委員 ありがとうございました。 

 今の御説明について、御意見や御質問のある方、どうぞお願いします。 

○本間専門委員 ありがとうございました。17 の任意組織経営体について、実態がほぼ分

かりましたので、マンパワー等の制約もあるということですので、私としてはこれで了解

したいと思います。 

○縣委員 ちなみに別添２の図のところに、集合になって書いてあるわけですが、任意組

織経営体のうちの集落営農でない部分というのは、どれぐらいあるのですか。 

○前原課長 先般御説明いたしましたように、2010 年世界農林業センサスでは、任意組織

経営体は約 13,000 経営体でございます、このうち集落営農以外の部分が色ではかなりある

ように見えますけれど、平成 22 年集落営農実態調査結果によると集落営農が約 11,500 経

営体となっています。単純に比較すると、約９割が集落営農となりますが、23 年になりま

すと、集落営農がまた増えているわけです。したがってこの色刷りの部分（集落営農以外

の任意組織経営体）が非常に少なくなっていくというような実態からして、母集団がない

ということでございます。 

○縣委員 分かりました。 
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○深尾委員 ほかには御質問、御意見ないでしょうか。 

 では、この件については了承ということでよろしいですね。 

（うなずきあり） 

○深尾委員 ありがとうございます。 

 廣松部会長がいらっしゃったので、バトンタッチいたします。今、前回の質問、宿題の

一つ目が終わったところです。 

○廣松部会長 遅れまして申し訳ありません。それでは議事を続けさせていただきます。

前回からの宿題ということで、二つ目、集落営農以外の任意組織経営体の定義についてで

すが、この問題に関して具体的なケースがイメージしにくいという御指摘がございました。

それに従い、具体例を今回挙げていただくということになっています。 

 これにつきましては、図式化した上で定義を整理したものを、農林水産省から回答を頂

くことになっております。では、これに基づきまして農林水産省の方から御回答をお願い

いたします。 

○前原課長 今もお話がございました。別添２の図に基づきまして、御説明申し上げたい

と思います。 

 組織経営体というのは、数字は書いておりませんけれども、2010 年世界農林業センサス

では約 35,000 経営体ございます。このうち組織法人経営体が約 22,000 経営体。任意組織

経営体が約 13,000 経営体となっているわけです。そこに組織法人経営体、任意組織経営体

を通じまして集落営農というのが展開しているわけですけれども、今申し上げましたよう

に平成 22 年集落営農実態調査結果で、任意組織経営体の集落営農というのは約 11,500 経

営体でございます。全体の集落営農が約 13,600 経営体となっておりますので、組織法人の

集落営農は、約 2,100 経営体という実態です。 

 しからばその集落営農というものの定義でございますけれども、ここにございますよう

に、集落を単位として農業生産過程における全部又は一部についての共同化、統一化に関

する合意のものとに農業経営を行うものということでございます。具体例を申しますと農

業用機械を共同所有し集落ぐるみのまとまった営農計画に基づいて、集落営農に参加する

農家が共同で利用している。あるいは集落全体の農地を一つの農場というような形で運営

している。農業生産過程で集落を単位として、そういった一体的な農業経営を行うという

ふうに御理解いただければと思います。 

 しからば、先ほど非常に少なくなっているという集落営農以外の任意組織経営体、これ

は先ほども別添１で御説明申し上げたわけですけれども、集落全体ということではなくて、

特定の農家、先ほどは２戸とか３戸とかございましたけれども、数戸の農家によって協業

経営、協業経営というのは、生産から販売経理までを一体的に行っている生産組織でござ

いますけれども、集落全体ではなくて数戸で固まっているというものでございます。 

 ２番目にございますように、これも集落全体ということではなく、数戸の農家により構

成された形で水稲の航空防除等を行う組織を申し上げます。下にございますライスセンタ
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ー、共同選果場、調整過程における共同利用施設の運営のみを行う組織ということでござ

いますが、これは、まま集落を単位としてやっているケースもあるのですが、私どもの集

落営農の定義は、先ほど申し上げましたように農業生産過程の合意でございますので、収

穫後あるいは出荷後の共同行為というのは、集落営農以外の任意組織経営体の分野に入る

ということでございます。以上でございます。 

○廣松部会長 ありがとうございました。これは確か納口専門委員から御指摘があったと

思いますが、いかがでしょうか。 

○納口専門委員 図示していただいて大変分かりやすくなりました。ありがとうございま

した。 

○廣松部会長 ただいまの御説明に関して御意見、御質問ある方いらっしゃいますか。 

 それでは、この件についても了解いただいたということにしたいと思います。 

（うなずきあり） 

○廣松部会長 それでは最後の宿題ですが、現金出納帳の項目区分について。これは調査

事項のところで議論になったものでございますが、これにつきましては、前回の部会での

審議を受けて農林水産省において、項目区分を再整理していただくことになっていました。

なお、再整理の方向性そのものについては、前回の部会においても適当であるというふう

にされていました。 

 これにつきまして、農林水産省の方から御回答をお願いいたします 

○前原課長 別添３で御説明させていただきます。真ん中が、総務省からの指摘を踏まえ

て修正し、この部会にお示しした案でございますけれども、農外収入については「年金等

給付金」等が分かりにくいということがございましたので「事業収入」「事業外収入」「年

金等収入」の三つに整理させていただいたということです。農外支出の分野も分かりにく

いということがございましたので「事業支出」「事業外支出」に整理させていただいたと

いうことでございます。以上でございます。 

○廣松部会長 ありがとうございました。別添３に図示していただき、新旧対照表を作っ

ていただきました。一番左側のものが再修正案ということでございます。 

 前回の案に関して、少し分かりにくいという御意見もあったことを踏まえて、こういう

形で整理、再修正をしていただいたわけですが、これについて、何か御意見ございますで

しょうか。言葉の統一も含めて。 

 小針専門委員、よろしいですか。 

○小針専門委員 はい。 

○廣松部会長 大変すっきりしたように思います。それでは、この件に関しましても御了

解いただいたということで、よろしいでしょうか。 

（うなずきあり） 

○廣松部会長 ありがとうございました。 

 これで一応前回出ました宿題の整理は終えましたので、引き続きまして、前回までの２
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回の部会で議論できなかった個別論点の審議に入りたいと思います。 

 まず、調査票の分割についてでございます。具体的には経営体の資産や損益の状況に関

する調査票である経営台帳についてでございます。 

 現行では、個別、組織法人、任意法人といった経営体の区分にかかわらず、１冊の帳票

にまとめられているのですが、今回これを経営体の区分ごとに３種類に分割する案が示さ

れております。これにつきまして、吉田調査官から説明をお願いいたします。 

○吉田調査官 それでは説明いたします。現行の１冊になっているものは御用意しており

ませんが、資料３－２で、今回、計画されている分割後の調査票を添付しております。そ

れを見ていただきながらの方がイメージしやすいと思いますので、それを御覧になってく

ださい。 

 現行の１冊の帳票ということになると、これが三つ重なったということでイメージして

いただければいいかと思いますが、内容的には、それぞれの経営体の種類によりまして、

書く内容も異なっているにもかかわらず、１冊の帳票になっていたということなのですけ

れども、これはもともと、この調査票に関する調査が、農林水産省の職員による聞き取り

調査で行われており、職員が報告者のもとに行って、聞き取ったり、決算関係の書類を閲

覧しながら調査票を作成するということで、報告者が直接記入することを前提にしていな

かったということで、こういう形になっているということでございます。 

 御存じのとおり、この調査は一旦報告者になりますと、５年間ずっと報告者ということ

になるわけです。２年目からは前年に報告した事項で、基本的に変動がないと考えられる

事項につきましてプレプリントをして確認してもらって、必要であれば修正を行うという

方法を採ることが可能であるということで、平成 20 年から自計方式も取り入れたわけです

けれども、１冊の帳票という形はそのままということでございました。 

 １冊の帳票でございますので、自分がどの部分を見ればいいのか、直せばいいのかとい

うのが非常に分かりにくい。ページをあちこちくらなければならないという状況がありま

した。今回、計画の見直しをしたわけですけれども、調査事項の見直しが今回は実質行わ

れないということでございます。その中で報告者の負担軽減を図るためには、負担感の少

ない調査票を設計するということが必須であろうというふうに考えられます。 

 そういう観点から、今回経営台帳を経営形態別に分割するということによって、それぞ

れの経営体の実態を捉えるための、必要最小限の内容の調査票の構成になったということ

で、個別経営体については約 13 ページごとに、組織法人経営体については７ページ。任意

組織経営体についても７ページほどのボリュームになったということです。 

 また、経営内容によっては、更に記入するページの数が減ってくるという状況になりま

す。 

 これは報告者が調査票を手にしたときの負担感、あるいは実際に記入するに当たっての

円滑化を促進するというものであり、今後の自計化の拡大を図るという観点からも適当で

あろうというふうに考えます。 
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○廣松部会長 ありがとうございました。この部分に関しましては、お手元の資料３－１

審査メモにもございますとおり、調査上も適当であるということで、あらかじめ総務省か

ら農林水産省に対して、説明を求めている事項はないようでございますが、農林水産省の

方から何か補足説明がございますでしょうか。 

○前原課長 私どもも、こういう分割をすることによって報告者の負担軽減につながると

いうことで御提示申し上げておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○廣松部会長 ありがとうございました。 

 では、この点につきまして委員の方々から御質問、御意見を頂きたいと思いますが、い

かがでしょうか。 

 先ほど調査官の方からも説明がありましたとおり、今まではどちらかというと、他計方

式というか聞き取り方式だったものを、今後自計方式になるべく移していくという視点か

らも、報告者の方に余り負担感を与えないような形で、かつ一部プレプリントした形の調

査票に記入していただくという方向に変えるということですので、私も改善の一端ではな

いかというふうに判断します。 

 では、この点に関しては御了解いただいたということでよろしいでしょうか。 

（うなずきあり） 

○廣松部会長 ありがとうございました。 

 では続きまして、調査方法の多様化でございます。皆さんも御存じのとおり、この調査

は日々の農業活動を継続的にかつ詳細に報告していただくという非常に負担の大きな調査

でございます。 

 そのため、２年前の答申におきましても、調査の効率的実施について検討が求められて

いました。今回その時の答申も踏まえて調査方法、特に回収方法について、様々な工夫を

することが示されております。 

 それでは、まず審査メモに沿って吉田調査官から説明をお願いいたします。 

○吉田調査官 説明をいたします。調査方法の多様化でありますけれども、今回の調査計

画の見直しにおいて、調査方法の多様化というものが２点ほどございます。一つが「決算

書類等の活用」ということです。もう１点が「オンライン調査の導入」ということです。 

 まず、「決算書類等の活用について」でありますけれども、農経調については、従前か

ら、報告者による自計方式と、経営台帳については協力が得られる報告者だけということ

になるのですけれども、そのほかに農林水産省の職員が報告者のもとに出向いて、報告者

立会いのもとに決算書類等を閲覧して、その内容を調査票に転記するという他計方式によ

るデータの収集を行っていたということでございます。 

 しかしながら、報告者の負担軽減と正確性の確保を図るという観点から、協力が得られ

る報告者につきましては、郵送等によりまして決算書類等を農林水産省に提供してもらっ

て、職員が庁舎で調査票を作成するという方法を導入しましょうということが、１点です。 

 ２点目、「オンライン調査の導入について」でありますが、まず協力が得られる報告者
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に対しては、表計算ソフトで作成した調査票をエクセル形式、電子的記録媒体として提供

するということでございます。これは、従来は、紙による調査票だけでございました。 

 こうして新しい調査票で作成した調査票のほか、従前、郵送あるいは職員が回収という

形で、普及会計ソフト「ソリマチ」のデータを使って調査票を作成してきたわけですけれ

ども、その結果のデータを、インターネット回線を通して提供するということも可能にな

ったということがございます。 

 今回の措置につきまして審査した結果ですけれども、まず、決算書類の活用についてで

すが、これまでも説明してきましたけれども、今回は調査事項の見直しが予定されており

ません。それで報告者の負担軽減を図るためには、報告方法の多様化を図るということは

必須であろうというふうに考えられます。その観点から今回の措置を見ますと、決算書類

など代替情報が利用できるということになりまして、その範囲で報告負担がある程度解消

されるということが期待されます。 

 また、エクセル方式の調査票の提供ですとか、オンライン報告を可能にするということ

で、入力負担の軽減とか報告の手間の軽減が図れるということで、現時点で考えられる方

法を幅広く取り入れようとするというものでありますので、その方向性については適当で

あろうというふうに考えます。 

 しかしながら、決算書類の郵送等による提供を受けて職員が調査票を作成するという方

法につきましては、報告者の負担が一定程度解消されるという農林水産省の説明がござい

ましたが、経営体にとっては決算書類の作り方は区々でありますし、提出された書類を農

経調の調査票にどのように振り分けるかということにつきましては、職員の相当な労力が

考えられます。それだけではなく、結局は経営体のところに出向いて行ってあるいは照会

するということはなくならないのではないかということが考えられます。 

 しかも、郵送等で決算書類を提供するという場合、報告者は写しを取らないままに農林

水産省に丸ごと提供するという場面が多いと考えられます。 

 それからすると、電話でのやりとりを行うことができない、あるいは難しいということ

で、結局は職員がそれらの書類を持って報告者のところに行って、調査票を作成しなけれ

ばならないということになって、職員の事務負担の軽減にはならないのではないかという

危惧が払拭はできないというふうに考えます。 

 報告者の側から見ても、結局、従来の方法と変わらないのではないかということになる

のではないかと思います。 

 また、オンライン調査の導入についてですけれども、農林水産省はオンライン調査の導

入につきましては、平成 19 年６月と 21 年５月にアンケート調査を実施しております。そ

のアンケート調査につきまして、審査メモのところに二つ書いてありますけれども、確か

にオンライン調査の導入について、報告方法の多様化が図られるという点では、その効果

を否定するものではありませんけれども、農林水産省が判断材料として引用しているアン

ケート調査、そのうち 21 年に実施したアンケート調査につきましては、パソコン保有率が



9 

６割近くに上っているということなのですけれども、これは担い手について厚く標本設計

をしていたときの、農経調の報告者を対象にしたアンケート調査であるということで、規

模の大きな報告者における傾向が強く出ているのではないかというふうに考えられます。 

 これに対して、今回の調査計画で標本設計が変更されます。そうすると、経営規模の大

小にかかわらず抽出するものでありまして、今まで以上に規模の小さい経営体が報告者に

当たるという可能性が高くなります。農業者の高齢化が進展しているという状況を考えま

すと、今まで以上に、高齢者の経営体が報告者になる場合が多いという中で、平成 21 年度

アンケート結果をもって楽観視するということは、無理があるのではないか。適切ではな

いのではないかというふうに考えます。 

 したがいまして、今回の変更の実効性につきまして、農林水産省が説明するような程度

のものが期待されるのかどうかということについては、検証が必要であろうと考えます。

インターネット回線を通じて行う報告の実施に当たっても、情報漏えいを防ぐ措置がどの

ように施されているのかということを確認する必要もあろうと考えます。 

 それから、平成 19 年から導入されております郵送調査を促進する方策についても、その

内容の確認が必要であろうということで、農林水産省に対しまして審査メモの 11 ページ、

波線で囲った枠内に書かれていますけれども、質問事項として農林水産省に説明を求めて

いるというところでございます。 

 照会事項ですけれど、大きく四つございます。まず一つは、今回の調査計画を立案する

前提として、平成 22 年度に実施いたしました試行調査の概要とその結果の概要について説

明をしてほしいということ、併せて試行調査の結果を踏まえて改善された点は何なのかと

いうことを教えてほしいということです。 

 二つ目は決算書類等の活用についてということで、三つほどございます。一つは、決算

書類の提供を受けることで、基本的にどの範囲の情報が農林水産省側で入力できるのかと

いうこと。二つ目が青色申告のデータでは、内容が粗過ぎるのでそれを作成した原票に当

たる必要があるという農林水産省の説明が行われておりますが、領収書、伝票等の細かな

原資料については、青色申告の際に税務署に提出されていて、経営体の手元には残ってい

ない。そもそも活用のしようがないのではないかということ。三つ目は、決算書類は特に

法令で形式化されたものではなく、その内容も経営体によって異なると考えられますので、

またそこで用いられている区分は、必ずしも農経調の区分に合致しない場合も多いと考え

られるのではないか。そのため仮に決算書類の提出を受けても、経営体への照会が必須と

いうふうに考えられます。しかし、照会するといっても、経営体は決算書類等を農林水産

省に提出するので手元にはないということで、電話照会等では事足りず、結局は、農林水

産省職員が郵送された書類等を持って、経営体のもとを訪れて、聞き取りをしなければな

らないという事態が、頻発するのではないかということ。 

 三つ目はオンライン化の導入について、二つほど質問をしております。一つはオンライ

ン化の導入を進めるために実施した過去のアンケート調査については、先ほども説明しい
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たしましたけれども、担い手に厚くなるような標本設計のもとで実施されている調査の中

での、報告者を対象にしているということなので、今回の標本設計の変更によって、小規

模の経営体が報告者に当たる可能性が高まる中で、過去の状況だけで今回の計画を楽観視

するのは、適切ではないのではないかということ。それからインターネット回線を通じた

報告の実施に当たって、そのセキリュティ対策はどうなっているのかということ。郵送調

査の促進につきましては、その促進方策がどうなっているのかということ。 

 11 ページに２回分の郵送回収率の推移という表がありますけれども、ここで特に組織経

営体については平成 21 年で 19 パーセント、22 年 20 パーセントということで 20 パーセン

ト程度ということで、それなりに体制が整った組織経営体において、郵送回収が 20 パーセ

ントと低率であるということについては、なぜかということを質問しております。 

 審査メモの説明としては、以上です。 

○廣松部会長 ありがとうございました。この調査方法の多様化に関して、吉田調査官か

ら大変詳細に審査の結果に関して御説明を頂きました。 

 これらの問題点に関して、事前に総務省から農林水産省に対して説明が求められており

ます。それを踏まえて資料３－３の 10 ページ以降に、農林水産省からの回答が載っており

ます。論点が多いようですので、論点ごとに農林水産省から回答を頂き、順番に審議をし

たいと思います。 

 まず一つ目の試行調査の関係ですが、農林水産省の回答としては資料３－３の 10～11

ページにございます。この点に関して回答をお願いします。 

○前原課長 私どもは、平成 21 年に頂きました答申の中で触れられている、オンライン調

査の導入といった効率化の検討などに対応いたしまして、試行調査を昨年７月から８月に

かけて、348 客体を通じましてアンケート調査を実施したということでございます。 

 その観点としては、一つは調査票の改善として前年値をプレプリントしたものを試行的

に記帳してもらった場合のアンケートでございます。もう一つはオンライン、ＩＴを活用

した調査手法の導入に対して協力度合いがどの程度あるか。それから次の議題になろうか

と思いますが、前回の答申で還元資料を充実するという御指摘を頂いていますので、それ

に対するアンケートという三つの視点でございます。 

 それでは、Ⅱにございます調査結果の概要及び見直しへの対応を説明します。 

まず、調査票の改善として前年値のプレプリントを試行的にお配りしてということでご

ざいますけれども、これにつきましては、６割の客体で記帳の参考になったということで

す。他方、現在お配りしている作業日誌等でございますけれども、記帳した内容を私ども

に送るのと同時に、複写して調査客体が自分の手元に残しておくということでカーボンに

よる複写方式を採用しているわけですけれども、それについては存続してほしい、または、

郵送等により調査票の返還を求める客体が約７割に上ったということでございました。 

 したがいまして、複写方式は継続しつつ、プレプリントを調査客体、今度は約 10,000

客体になるわけなので、それをそれぞれプレプリントし、作業日誌等に入れていくという
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ことは物理的に困難なこともございますので、調査票へのプレプリントは断念いたします

けれども、別様式により前年値を配布する。それによって記帳の参考にしていただきたい

ということでございます。 

 ３－３の 14 ページの次のカラーの縦表として別添１という資料がございます。ここに例

示がございますけれども、こういったプレプリント、現金出納帳の農外収入・農外支出の

還元イメージということで、前年はこういうことでございましたと。こういったものをお

配りする。次のページには作業日誌でございますけれども、前年はこういった形で農業労

働を行い、このような資材を使いましたというようなことを、お配りするというようなこ

とで対応させていただきたいと考えている次第でございます。 

 もう一つは、労働時間と使用した資材を関連して記帳する様式への変更ということでご

ざいます。非常に細かくて恐縮でございますが、これも先ほどの次のページにございます。

現行が右側の表でございます。作業日誌の労働時間と生産費に使用した資材が、別表にな

っているということで、これが非常に間違いやすい。それを作業内容ごとに使用した資材

と労働時間を一体的に記帳するよう変更した様式をお示ししたところ、半数以上の客体で

記帳しやすいという回答があったということでございます。 

 したがいまして、改正後の作業日誌の様式に変更して、生産費の該当品目に使用した資

材と作業内容が一体的に分かるような表にしたいということでございます。 

 次の２点目のＩＴを活用した調査手法の導入でございます。これは先ほどもお話がござ

いましたけれども、現金出納帳及び作業日誌をエクセル様式で作成した電子調査票へ入力

していただく協力度合いにつきましては、会計ソフトを導入している客体、実は先ほどの

348 のうち大体 40 客体だったと思いますけれども、半数が電子調査票に協力してよいとい

う回答があったということでございます。 

 電子調査票や会計ソフトデータあるいは電子化された決算書類等をオンラインにより送

信することにつきましては、会計ソフトを導入している客体の約７割において協力しても

よい。ただし、セキュリティ措置を求めるというようなことでございました。 

 アンケート結果を受けた対応といたしましては、オンラインによって電子調査票を導入

するということ。それから、調査票を会計ソフトデータあるいは電子化した決算書類等の

オンライン送信を導入するということでございます。 

 セキュリティ対策はＩＤやパスワードによる個人認証などをきちんと整備して個人別の

情報管理をするということでございます。そういったことを通じまして、誤送信なりデー

タ漏えいの防止をするということでございます。 

 ３点目は次の議題になると思いますけれども、還元資料の充実ということで、調査客体

がどのような資料を要望しているかということで、ここにございますような６点ほどいろ

いろ書いておりますけれども、要望がございました。 

 アンケート結果を受けた対応といたしまして、後ほどの議論の際にお示ししたいと思い

ますけれども、還元資料要望一覧というものを統一的にお配りいたしまして、そういった
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要望を把握していくという対応したいということでございます。以上でございます。 

○廣松部会長 ありがとうございました。ただいまの回答につきまして質問、御意見のあ

る方は、どうぞ御発言いただければと思います。 

○縣委員 11 ページの２番ですが、これは次の決算書類等の活用及びオンライン化の導入

と内容が重なっているということですか。 

○前原課長 オンラインを導入した場合に、御協力いただけるかどうかということを念頭

に置いたアンケートということです。 

○縣委員 この話は次の項目で、敷えんされていくということですか。 

○前原課長 そういうことでございます。アンケート全体を御説明しましたので、ちょっ

と分かりにくいかもしれません。 

○縣委員 分かりました。 

○廣松部会長 その意味では今回の調査方法の多様化のうちの、１番目の論点として農林

水産省の対応として、アンケートの結果に基づいたものですが、10 ページの下から３分の

１辺りのところにございますとおり、まず、記帳内容を調査客体が保存できるように、現

在も使っている複写のカーボン方式を継続するということ。 

それから、２番目としてプレプリントは断念するが、先ほどお示しいただいた別添１の

ような農業経営統計調査の現金出納帳に、そこに前年の数値が書かれたものが、配布され

ること。作業日誌に関しても同じような形で、１枚にまとめられたものが配られるという

こと。 

 ３番目としては、労働時間と使用した資材を記帳する様式を、今までは労働時間と使用

した資材の欄が別々になっていたものを一つにして、書きやすいようにするということ。

それからＩＴを活用した調査手法の導入に伴い、アンケート結果に基づいて、会計ソフト

データとか電子化した決算書類等のオンライン送信を導入すること。勿論その際には、当

然セキュリティ対策は万全を期するということでございます。 

 大きくは以上ですが、何か御意見はございますでしょうか。 

 今回は、前回の宿題に対する回答で現金出納帳のフォーマット、レイアウトが少し変わ

った。それに対応した形のものを配布していただくということになります。 

 確かに理想としてはプレプリントできればいいのでしょうが、今回は断念して、こうい

う形で別様の情報を提供するということだと思います。 

○西郷専門委員 御回答のほとんどは、今回、調査の方法が多様化されることによって、

回答者に係る負担が大きくなる可能性があるので、それをなるべく少なくするような工夫

をなさったと受け取ったのですけれども、それと表裏の関係にある審査をどのようにする

のかということについての御説明が、どこで出てくるのかというのが分からなかったので、

ここで質問させていただきたいと思います。 

 一般に、調査の方法が多様化すると、回答内容の質にいろいろな差が出てくるので、そ

れをどういうふうに審査しようかということが、調査の精度の上では重要な課題になって
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くると思います。例えば郵送で調査された場合には、どういうタイミングで調査票の審査

をして、どういう形で調査客体の方に照会をするのか。オンラインで回答があった場合に

は、その回答内容をどのタイミングで審査して、疑義がある場合には、客体の方にどのよ

うに照会するのか。 

 先ほど吉田調査官の御説明の中には、そういう問題も含まれていたと思います。調査の

やり方が変わる。だから回答の質に大分差が、ばらつきが出てくるだろう。そうすると、

審査のところまで合わせると、本当に負担の軽減ということにつながるのかどうかという

ような質問があったように思うのですけれども、調査方法が多様化する、モードがいろい

ろな種類のものが入ってくるということに対応して、審査のあり方というのをどのように

なさるのかということについて、ほかに回答していただけるタイミングがあればほかでも

構わないのですけれども、ほかにないということであれば、今お答えいただきたいと思い

ます。 

○成瀬課長補佐 私の方から回答させていただきます。 

 おっしゃるとおり、いろんな多様化した回収方法を採用するということは、そこに内容

に差が出て、それをどのような形で我々が全て正確なものにしていくかということが一番

重要です。 

 実は、誤解していただきたくないのは、今回、郵送化という中でも御承知のとおり、農

業経営統計調査は、単に郵送回収で回収されるものだけ調査すればいいというものではな

く、100 パーセント回収していく調査であります。したがって、必ず最初御本人と職員が

会っていろいろ頼んでいく。そのときにいろんな調査のことについてお話をして頼んでく

る。 

 これまでは、月別の調査も実施していましたので、毎月農家に行って、場合によって分

からなければ月に２回ぐらい職員は農家に行って調査票の回収、記帳指導及び補足補正を

やっていました。それが、職員が少なくなる中で、行くと１日がかりになってしまうとい

うこともあるので、調査票の回収に郵送化を導入しました。ところが郵送化しても、おっ

しゃるとおり、そこの中身が分かっていなければ結局聞かなければいけない。聞かなけれ

ばいけないのですが、その場に行って初めて見るよりは、まず、例えば調査票はきちんと

でき上がっているものを郵送化してもらうということであれば、これはかなり精度が高く

なっていますから、そういった指導をしていたところはいいのですけれども、そうじゃな

いところはやはり残ります。 

今回こういうふうに多様化したのは、そうじゃないところは結局郵送化もしてもらえな

い。ならば、そのもとになっている帳簿、極端ですけれども、もっと言うとレシートとか

を例えばコピーで送ってもらいましょうと。そうすると、事前にこちらはそこに行かない

で、それをもとに分離して、問題点がある場合はそこを整理して行くということができる

わけです。そうすると、毎月行く必要はない。年に何回か、場合によっては１回で済むか

もしれませんし、２回かもしれません。 
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 ここで総務省から、後半御指摘されていますように、今回郵送化したり電子化したとし

ても、やはり内容をきちんと確認した上で行って確認する場合も、当然出てきます。そこ

は今までは常に農家に行って、そこで初めて見て整理をしながら聞くということで、かな

り時間がかかっていたのも、今度は事前に送っていただいて、その上で整理した上で効率

的に聞くことができます、例えば電話で済むものは電話で済ます。行かなければならない

ぐらいのかなりの量のあるものは、当然行っていただく。 

 我々は郵送回収する農家に行ってはいけないということは言っていません。例えばデー

タを還元する場合でも、行かなければいけませんし、行ってそれを御説明して、そしてこ

ういうふうに使ってくださいということもやりますから、そういったことからすると、我々

としては全く行かないということではなくて、そういう中であくまでも調査精度を保つた

めには、行く場合も出てくるということです。そこのところは逆に言うと、このでき具合

によって電話で済む、それで終わらせる。またはそのときによっては行って、その部分を

補足補正するということは同様であるというふうに思っています。 

○廣松部会長 西郷専門委員、今の回答でよろしいですか。 

○西郷専門委員 はい、結構です。 

○廣松部会長 では、深尾委員、どうぞ。 

○深尾委員 ここで聞くのが適当かどうか分からないのですが、費用についてです。試行

調査で約 400 軒を聞かれて 40 軒が会計ソフトを使っていて、20 軒が電子媒体で答えてい

いというと５パーセントぐらい。10,000 を今回調査するとして、全部返ってくるとして 500

ぐらいが、電子媒体で返ってくるという予想になるかと思いますが、仮にそうだとして、

これを導入するのにコストは概算で幾らぐらいかかるのですか。ものすごく費用がかかる

ということはないのですか。 

○前原課長 インターネットを利用したオンライン報告を導入して、私どもの統計・情報

センターでその情報得るためには、ＩＤ・パスワードの発行、調査客体や職員がアクセス

した際のメニュー画面、調査客体ごとの送信先を限定する設定といったシステムの構築に

係る経費が必要ですし、また、サーバー利用料やバックアップ等の保守管理でランニング

コストもかかってきます。この部分については予算を要求しないといけないということで、

若干震災対策ということで厳しい状況ではありますが、初年度としては 700～1000 万円、

オンライン環境を導入するためには、そんな感じくらいかと。ただ利用者が増えてくると、

パスワードの追加発行やデータ容量が増えてくるので、若干のランニングコストはかかっ

てくると思います。イメージとしてはそういう状況です。 

○深尾委員 今後続けていくということを考えれば、ものすごく高くつくというわけでは

ない。効果を考えれば、見合う可能性が高いということですね。 

○成瀬課長補佐 ２年目以降はランニングコストだけなので、それよりも更に半分ぐらい

で済むのではないかと考えています。 

○廣松部会長 ほかにいかがでしょうか。 
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 確かに報告者負担というか記入者負担が大変大きい調査なものですから、いろんな手立

てを尽くして報告者の方に書いていただくという努力をするということのようですので、

先ほどの審査メモにもございましたように、方向性としてはいいものだというふうに、私

も考えます。 

 この点に関して、特に、更にこういうことが知りたいというか、あるいは質問、御意見、

ございますれば伺いたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（うなずきあり） 

○廣松部会長 ありがとうございます。この点については御了解いただいたということに

したいと思います。 

 続きまして決算書類等の活用でございます。この問題に関しての農林水産省の回答は、

資料３－３の 12 ページにございます。では、この点についての回答をお願いします。 

○前原課長 ３点御指摘があるわけですけれども、１点目は決算書類の提供で、どの範囲

の情報が農林水産省側で入力できるかということでございます。下にございますように、

調査客体によって決算書類により把握できる範囲は様々でございますけれども、税務資料

を作成する元データ、これは総勘定元帳とか先ほど申しましたレシートみたいなものも含

めますと、基本的には農業、農外等に関する事業収支、固定資産の装備状況等について、

これはかなりの部分が入力可能であろうというふうに想定しているわけです。ただし労働

時間は当然把握できません。 

 ２点目に青色申告の際に、書類等が経営体の手元に残っていないで、そもそも活用しよ

うがないのではないかという御指摘がございましたけれども、御承知のとおり、青色申告

の際には確定申告書、収支内訳書等を税務署に提出しますが、そのもとになりました帳簿

等につきましては、税務署に提出する必要はないというふうに承知しています。したがい

まして、経営体の手元に残っているもので活用可能ではないかと考えている次第です。 

 ３点目は先ほどの議論とも関係するわけですけれども、仮に決算書類の提出を受けても

様々な照会が必要ではないか。職員が結果的には電話照会では足りずに聞き取りをすると

いうような事態が頻発するのではないか。審査の問題もありますし、調査客体の負担感も

質問として総務省から頂いているわけですけれども、これにつきましては、先ほども御説

明申しましたように、一定の書類が出てくれば、かなりの分野の入力と把握ができるわけ

ですので、仮に行くとしても年に１回、あるいは事前に一定の聞き取り事項を整理した上

で、調査客体には必要最小限の確認をするということで、調査客体への負担。従来ですと

１日がかりという話もございましたけれども、これについては大幅に縮減できるのではな

いかと思っています。以上です。 

○廣松部会長 ありがとうございました。この点に関してはいかがでしょうか。御質問、

御意見いただければと思います。 

○縣委員 この段階で電子化されているのは、どのくらいの可能性があるわけですか。こ

の書類をまとめるときに、対象者が電子化しているというのは。基本的にはここからそう
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いうふうにしていけば、体系化はより進むわけですね。ですから、そういうふうに設計を

されたらいいのではないかという気がするのですが、把握されていないかもしれませんけ

れども。 

○成瀬課長補佐 青色申告を作るのに、要はこういったパソコンで作っている農家がどれ

ぐらいの割合かということですか。 

○縣委員 そうです。 

○成瀬課長補佐 青色申告をやっている農家は全体で大体半分ぐらい、５～６割おられま

す。ただ、自分でパソコンを使ってやっているというのは、今のところそれほど多くない。

というのはまず、税理士に頼んでお金を払って作成してもらってる方がおられること。 

 あと意外に、もとの帳簿等で整理した調査結果を参考に申告書を作成し、税務署に提出

したりという方もかなりいらっしゃいます。青色申告は５～６割の方がやっていますけれ

ども、実際にどれくらいがパソコンで自分でやっているかとなると、今の時点ではそれほ

ど多くないのかなと思っています。 

○縣委員 申し上げたのは、次のところに関係するのですけれど、そういうふうに全部連

動させて設計されて、我々なんかも確定申告をするのに若干のインセンティブがあるわけ

です。電子申告する際のインセンティブ、微々たるものでしたけれども。そういう形で体

系化を進められるというのも、一つの考え方ではないかと思います。 

○成瀬課長補佐 実は平成 20 年見直しのときに、農業経営統計調査において、農家で普及

しているソリマチというパソコンソフトの活用を導入しました。ソリマチを使っている客

体からデータをもらうのと、使っていない方でも使いたいという希望があれば、パソコン

ソフトを貸し出して、これを使って青色申告に利用してもらい、そのかわり科目の設定を

調査に合わせて両方に使えるような設定にしてもらうことによって、青色申告にも使え、

そのまま調査にも使えるという形はやっています。 

 ただ、ソリマチを使っている人は限られてしまっているものですから、プラスアルファ

は私どもとしては青色申告をやっている方とか、またはソリマチ等は使わずに単にパソコ

ンで整理している方からもデータをもらって、その分は多少手間がかかっても調査の電子

化を進めていきたいと思っています。 

 おっしゃる内容、パソコンソフトを貸して青色申告にも使え、調査にも使えるという形

の設計は既にそれはそれで行っております。 

○廣松部会長 よろしいでしょうか。ほかに御質問ございますか。 

 ちょっと私は想像がつかないのですけど、決算書類等の提供を受けるということにして

１経営体どれぐらいの量というか分量になるものですか。 

○成瀬課長補佐 データ量ですか。 

○廣松部会長 ええ。あるいは一番プリミティブに紙のまま保存しているような経営体の

場合だったら、どれぐらいのものなのでしょうか。 

○成瀬課長補佐 多分一番量が多いのは、畜産の大規模農家ではないかと思います。あの
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場合だと毎日の作業と収入支出も出てきたりする。更に台帳は牛を 500 頭も 600 頭も飼っ

ていると、それも整理しないといけないということで、年間にするとかなり膨大な量を書

いていただかなければならない。 

 ただ、そういうのは逆に、企業的にやっていますから、自分たちできっちり整理しない

と、経営収支が整理できないので、そういったものは意外にやっている。 

 どちらかというと、小さい農家の方がなかなか整理していないものですから、そこを整

理してもらうのが大変という感じがします。 

○廣松部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。この点に関して、総

務省は少し心配なさっているようなところがあるようですが、いかがですか。よろしいで

すか。 

○吉田調査官 はい。 

○廣松部会長 それでは、この決算書類等の活用に関しまして、よろしいでしょうか。 

（うなずきあり） 

○廣松部会長 ありがとうございました。では御了承いただいたということにしたいと思

います。 

 次の論点は、オンライン化の導入でございます。これに関する農林水産省の回答は資料

３－３の 13 ページにございます。この点に関しての説明をお願いいたします。 

○前原課長 この点も総務省から御照会を頂きまして、平成 21 年アンケートというのは、

現行の担い手層を重視した標本設計の元で行っているので、今回、規模の大小に差違を設

けない標本設計の元では、こういったオンライン化の導入を楽観視するのは適切ではない

のではないかという御意見なわけでございます。 

 平成 21 年は確かにそういったことでございますが、実は 19 年６月のアンケートは、今

回の見直しと同様に、経営規模の大小に差違を設けない標本設計の元で行いましたので、

その調査結果では、これも同じように６割がパソコンを保有しているということでした、

そこの点については担い手層だからどうかとか、あるいは小規模層だからどうかというこ

とではないのではないかというふうに、我々は期待感も持って思っているわけです。 

 ただ、そうは申し上げても、先ほど来のお話のように確かにオンライン化は、調査手法

の多様化、選択肢を増やすという意味で、私どもは踏み切っているわけでございますけれ

ども、確かに楽観視しているわけではない。ただ、先ほど来御説明申し上げているように、

そういったものを活用して、一定のインセンティブを税務申告等で与えることによって、

こういったものも活用していただける客体が増えることを期待しているということです。 

 ２点目が情報漏えいを防ぐ措置については、７割ほどの客体も御希望しているというこ

とで、ＩＤ、パスワードを入力する、誤送信の防止、暗号化、ウィルスチェックなどの措

置を講じていきたいというふうに考えているところでございます。 

○廣松部会長 ありがとうございました。今の回答に関して御質問、御意見ございますで

しょうか。 
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○納口専門委員 少しお聞きしたいのですけれども、パソコンを持っている調査客体の中

で、インターネットを利用している、あるいは利用できる環境にある調査客体というのは、

どれぐらいの割合になりますでしょうか。もし分かったら教えていただければと思います。 

○成瀬課長補佐 済みません。調べていません。 

○納口専門委員 スタンドアロンということもあるわけですね。 

○成瀬課長補佐 常識的に考えると、大抵の場合はインターネットを利用できるのではな

いかと思うのですが、ここは確認していません。 

○縣委員 全然私は分からないのですけれど、研修をしたりとかかなりケアをする必要が

あるのではないかなというようなことを想像するのですが、制度は作ったとしても、どう

やってその活用を促進していくかというそこのところは、何かお考えはおありですか。 

○成瀬課長補佐 おっしゃるとおり、オンライン化しても参加する方が少ないと、宝の持

ち腐れになってしまうということです。最初からかなりたくさんの方に参加していただけ

るかどうか、ちょっと私どもは分からないのですが、先ほど深尾委員がおっしゃったよう

に、５パーセントと 500 ぐらいというのを我々も大体それぐらい。初年度は 5～600 ぐらい

かなと実は思っています。 

 その後については、この調査というのは、調査の開始時点、調査末、また調査の途中で

も農家の方に行って指導してきます。したがってこのことについての指導もしますし、こ

ういったことができますということを常に農家の方にアピールするということは進めてい

くということは、日々行っていきたいというふうに思っています。 

○廣松部会長 例えば農協のような組織に協力いただいて講習会のようなものを開いてい

ただくとか、あるいは統計・情報センター自身でそういう講習会を催すというようなアイ

ディアもあり得ると思うのですが、その辺も御検討いただければと思います。 

 この点は、先ほども指摘がございましたが、調査の方向の多様化の一つとして、大きな

流れであると思います。ただ、今後、主流まで行くかどうかは分かりません。私自身はオ

ンライン化をたとえ強力に進めたとしても、紙との併存は絶対になくならないというか、

紙とオンラインの併存は、最後まで残る問題だろうと思います。 

 現時点ではオンライン化を進めることによって、報告者の方の負担、それから調査実施

者側としての事務の負担も軽減するという方向で進むのがいいのではないかというふうに

考えます。当然のことながら、そのためには、セキュリティに関しては十分手当てをして

いただくことをお願いをしたいと思います。 

 この点に関しまして、ほかに御意見ありますでしょうか。よろしいですか。 

 では、オンライン化の導入に関しても御了解を頂いたということにしたいと思います。 

 最後ですが、郵送調査の促進ということでございます。これに関しては、資料３－３の

14 ページのところに回答がまとめられております。ではこの回答について、説明をお願い

します。 

○前原課長 郵送調査につきましては、ここにございますように組織経営体で平成 19 年か
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ら、個別経営体で 20 年から取り組んできましたが、郵送回収率は平成 22 年 12 月末におい

て、個別経営体で 37 パーセント、組織経営体が 20 パーセントと低位にとどまっていると

いう現状がございます。 

 若干、周知徹底等の指導強化にやや不十分な面もあったかということもございまして、

先般、私どもの地方農政局を集めた会議を通じて指導強化を図って、なおかつそういった

客体への働きかけを強めていこうということでございます。 

 また、第 25 回産業統計部会で御説明しましたように、昨年から郵便局が個別に集荷し、

客体が直接、郵便局に行かなくてもよい特定封筒郵便（レターパック）が導入されたこと

から、先般見込みをとったわけでございますが、平成 23 年度につきましては、個別経営体、

組織経営体を合わせた調査客体全体で、郵送回収率は 50 パーセント強ぐらいではないかと

見込んでいるということでございます。 

 ２点目に組織経営体について郵送回収率が 20 パーセントで低率ということの御指摘が

ございます。率直に申し上げまして、組織経営体については年間１回、決算のときに伺う

ということもございまして、その際に決算書類等を収集するということもありまして、郵

送回収が低いという実態があるわけです。 

 さらに、ここにございますように、総会や役員会では内部の役員等に決算書類を提示し

ていますが、外部に提供する場合には経理担当者だけでは判断がつかないということも承

知しております。そのため郵送回収が進まないということでございますが、先ほどの見込

み聞き取りにおいて、組織法人につきましては、現在 20 パーセントでございますが、平成

23 年度では 30 数パーセントとなっています。 

○廣松部会長 ありがとうございました。この郵送調査の促進に関しまして、何か御質問

ございますでしょうか。 

 別の調査で郵送調査の話が出たときに、特に農村等、郵便ポストが減っているとか、わ

ざわざ出しに行くのが面倒くさいという意見、声が結構あって、その意味では今回はレタ

ーパックで集荷に来てくれるというのは、私は大変いい方法ではないかと思います。 

○納口専門委員 個人的な考えなのですけれども、組織経営体で回収率が低いということ

に関して、次のように理解しています。私は農家あるいは法人の代表とおつき合いをして

おりまして、農家よりも法人の代表の方が、よりギブアンドテイクというか、それを出し

てメリットがどれだけあるのというところがすごく求められているように思います。その

点で、もう少し後で御説明いただく調査客体へのフィードバックというところが、より効

いてくるのではないかというふうに思います。 

○廣松部会長 ありがとうございました。 

 ほかにこの郵送調査の促進に関しまして、御質問、御意見ございますでしょうか。 

○縣委員 先ほど部会長がおっしゃったことですが、ここには「電子調査票などを活用し

た新たな調査手法を導入することとしており、より一層、郵送回収率は上昇する」という

ふうに書いてあるわけですけれども、最終的には中長期的にはどういう御方針なのかと。
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つまり、部会長がおっしゃったとおり、最後まで併存ということでお考えなのか。あるい

はオンラインをできるだけ拡張するというお考えなのか、そこはいかがでしょうか。 

○成瀬課長補佐 部会長がおっしゃるとおり、私どもも全てが郵送化できるとは思ってお

りません。御承知のとおり農家の経営者の方々の平均年齢が 65 歳を超えている。中には

70 歳、80 歳でまだ頑張っている方がいらっしゃる。そういった方々に全て郵送できちんと

書いて送ってくれというのはなかなか難しい。一つの目標としては 75 パーセントを当初考

えています。あと残り 25 パーセントどうしてもそこは職員が行って回収せざるを得ないだ

ろうというふうに考えています。その 75 パーセントについては、今後、郵送だけでなくて、

今回導入しましたインターネットによるオンライン報告をなるべく増やしたいと考えてい

るところです。 

○廣松部会長 そうですね。この辺は農業経営体という主体の特殊なところなのかもしれ

ません。純粋に製造業とか別の産業の場合だと、オンライン化率の 100 パーセントを目指

すということは可能だとは思うのですが、今、御説明があったとおり、農業経営体あるい

はその中の担い手の方がどんどん高齢化しているという状況のもとでは、なかなかそれを

推し進めることは難しいというか、その要因は無視することはできないかなというふうに

私も思います。 

 ほかに、この郵送調査の促進ということに関して、御意見ございますでしょうか。 

○本間専門委員 組織経営体のことですが、オンライン化をむしろ促進するという意味で、

そのあたりの組織経営体の回答でオンラインと郵送の割合の推移が分かれば、その対策も

もっと立てやすいかなと思います。オンラインをむしろ強く推奨してオンラインで回答を

頂くということがあれば、セキュリティの問題があるにしても、郵送に伴う懸念というの

は大分軽減されるのではないかなというふうにも思いますので、そのあたり工夫をしてい

ただければというふうに思います。 

○前原課長、成瀬課長補佐 はい。 

○廣松部会長 今、本間専門委員から出ました注文というか希望も含めた上で、この件に

関しては了解いただいたということでよろしいでしょうか。 

（うなずきあり） 

○廣松部会長 ありがとうございました。 

 それでは、個別論点の最後になりますが、報告者への還元資料のいわゆるフィードバッ

クの充実についてでございます。これにつきましても、２年前の答申において集計結果や

分析結果を迅速にフィードバックすること等、調査への協力を促進する有効な方策につい

て、検討することが求められていました。 

 これにつきまして、吉田調査官からまず説明をお願いします。 

○吉田調査官 それでは、報告者への還元資料の充実ということでございます。資料３－

２ですけれども、別添資料１（６）というのが関連資料のイメージという形で用意してご

ざいますので、それを御覧ください。 
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 農経調、先ほど来、非常に負担の大きな調査であるということで、その理解と一層の調

査協力を推進するということで、全ての報告者を対象に、今回、調査の結果を時系列比較

あるいは全国又は同一地域の同一規模階層で比較できるというふうなデータを提供するこ

とを計画しているということでございます。 

 審査の結果ですが、従前から調査結果の報告者への還元というのは行われていたわけで

ありますけれども、出先機関である各統計・情報センター等が個別に対応するというもの

で、その内容についても年間計といったものを提供するといった、かなり限定的なもので

あったということで、還元資料の作成に関する統一化、効率化ということはもとより、報

告者のニーズに対応したものでもなかったということが言えると思います。 

 しかし、今回試行調査の結果を踏まえて、全国統一の様式を本省で作成し、統計・情報

センターにおきまして本省から配布されたシステムを用いまして、報告者のニーズを踏ま

えた各種分析結果が還元できるような工夫がされているということで、前回の答申で求め

られている集計結果や分析結果の迅速なフィードバックができるという対応が予定されて

いるということで、評価できるというふうに思います。 

 ただ、その詳細につきましては、やはり確認を行う必要があるのではないかと考えてい

ます。以上です。 

○廣松部会長 ありがとうございました。この部分に関しましては、今説明にありました

とおり、適当という評価がされており、あらかじめ総務省から農林水産省に対しては説明

は求められていないようですが、農林水産省さんの方から補足説明があれば、お願いしま

す。 

○前原課長 先ほど別途ということで御説明申しましたが、審査メモの資料３－２別添資

料１（６）農業経営統計調査の見直し、還元資料の充実ということで、個別の営農類型別

経営統計あるいは生産費統計のそれぞれの調査客体への還元資料のイメージが掲載されて

います。 

 これが先ほど総務省から御説明がございました。全国統一の様式を農林水産の本省で作

成するということでございますけれども、そのイメージでございます。この資料の 18 ペー

ジが、還元資料要望把握の様式です。１番から８番までございまして、１番から７番まで

はこういったことを提供いたしますということと、還元時期も書いておりますけれども、

行政施策資料とか地域周辺データについては、ニーズに応じてその時期を御希望に合わせ

た時期に資料として還元する。 

 あるいは最後の８という部分については、個別客体ごとの具体的な要望があろうかと思

いますので、それについても書いていただいて、また御希望の時期に提供する。なおかつ、

この下にございますように紙媒体なのか、あるいは磁気化してインターネットなのか、郵

送なのかといったような手法についても、あらかじめ私どもが個別客体ごとのニーズを把

握して作らせていただくということを考えているということでございます。 

○廣松部会長 ありがとうございました。この点に関しては、先ほどの論点の調査方法の
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多様化の中で過去に農林水産省が行ったアンケート結果についての説明もございました。

それを踏まえた上で調査対象者の方からの還元資料の要望の一覧表というものも添えて、

さらには、それが具体的にどういう表章あるいはグラフとしてあらわされるかという例示

を出していただいています。いかがでしょうか。 

○縣委員 大変プリミティブで恐縮なのですが、これは希望があると、私のところは全部

こういうふうになっているのだということを、個別にデータを提供するという意味ですか。

要望がなければやらない。つまり、すごいコストがかかるのではないか。これはデータが

一旦入ればこういう出力は簡単に出るような、統計システムをお持ちだということですか。 

○成瀬課長補佐 そういうシステムにします。 

○縣委員 これからされるのですか。 

○成瀬課長補佐 そうです。そんなに難しいシステムではないと思います。 

○縣委員 総務省の方にお伺いしたいのですが、これはほかの産業部門でも、これだけ個

別事業に対してデータを提供しているのですか。 

○吉田調査官 ないと思います。 

○廣松部会長 余り例はないですね。 

○縣委員 非常に懇切なことだなという気がしていまして、コストが高くないのであれば、

それに越したことはないと思いますけれども。 

○深尾委員 大変いいことだと思います。アメリカだとやっていますね。経済センサスと

かでも、かなりこういう感じでやっています。日本でもこういうのが広がるのは非常にい

いことだと思います。 

○成瀬課長補佐 これまでも勿論やってきた実績はございます。ただ、もっと簡単なもの

だったり、あとは個々の農家ごとに、職員が独自にいろいろ対応していましたが、職員の

数も減って、なかなかそのような対応が取れる職員も少なくなってきたものですから、農

林水産省の本省においてシステム化して、前からすると汎用性はないのですが、要望を聞

くことによって、システムで出力して還元するということを、最小の労力で最大の効果を

得るような形でやっていきたいと思っています。 

 その他に、特に農家の方が知りたいのは、行政の動きとか施策の動きとか、そういった

ものを簡単にしたパンフレットが欲しいと思っても、なかなか手に入らないときもありま

す。こういったものも要望に応じて、同じ農林水産省の中なので、パンフレットを探して

きてお送りするとか、そういうことによってより調査に協力していただくという。いろい

ろ努力しないとなかなか受けていただけないというのが、今の農家の実態であるというこ

とです。 

○廣松部会長 よろしいでしょうか。 

 これは昨日、別の調査のことでちょっと話題になったのですが、個人というか家計の支

出等に関して、ただそれを余り懇切丁寧にやり過ぎると、調査している間にその人の行動

が変わってしまうということが起こり得る。それはそれで問題であろうということもあり
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得る。この場合は、農業経営体の、特に経営の方に焦点が当たった形のものですから、そ

れは大変いいことだろうと思いますが。 

 ほかに御質問、御意見ございませんでしょうか。 

 では、この点に関しましても、御了解いただいたということにしたいと思います。 

 一応これで個別の論点に関しては終わりました。特に今日、次回に向けて資料を用意し

ていただくとか、あるいは宿題というものは出なかったように思いますが、それでよろし

いでしょうか。 

○納口専門委員 少し気になっているのですが、今回の震災の影響について、東北の津波

で影響を受けたところというのは御説明があったんですが、例えば、茨城なんかもかなり

出荷停止あるいは風評被害という部分もあると思うのですけれども、そういったデータは

どう扱うのか。あるいは調査客体の今まで継続してやっていたところをそのままにするの

かというところを少し、次回でも今でも結構ですけれども、御説明いただけるとありがた

いと思います。 

○成瀬課長補佐 今回の災害の関係は、平成 23 年ですから、結果は今回の見直し以前、今

まさに調査をしている客体の数字に影響します。これについては、津波などで既に農業経

営が行われていないものについては、例えば仮に３月までに何かしらの農業収入があった

としても、調査はできませんので全て調査の対象外になっています。 

 今、おっしゃった風評被害を受けたものは、平成 23 年の結果の収入や支出に影響がきち

んと出てくるものだというふうに思っております。それは結果の中に織り込まれると。た

だ、どうしても農業経営が行われていないとか、今避難しているとかそういうところ。ま

たそれどころはないといって、多分だめになるところというのは、実は平成 22 年結果でも

営農類型別経営統計で 60 戸、22 年結果で実は取りまとめも終わっているのですが、農家

が流されてしまった、報告書がもう頂けないというところが、60 戸ぐらいございます。そ

こはもう仕方がないので落として、22 年というのは津波がございませんでしたから、その

分のウエイトを他の農家に持たせて膨らませてデータを作らないといけない。逆に平成 23

年は、そこで落ちた分については、そのままウエイトも含めて落として、実態として表し

ていくしかないかなというふうに考えています。 

○納口専門委員 今、壊滅的な津波でさらわれたというのは、そういう対応が決まってい

るというお話に理解できたのですが、出荷停止なんかも県によって、例えば茨城県では一

つの作物について全県で出荷停止となっている。ホウレンソウなら県内で生産されたホウ

レンソウがすべて出荷停止という、そういう措置をとっているようです。県によっては市

町村ごとに出荷停止にするかどうかという判断をしているところもあります。例えば神奈

川県のお茶なんかはそうだと聞いています。 

 そうすると平均して出てきた数字というのが、読めなくなってしまうのではないかとい

う気がするのです。 

○成瀬課長補佐 おっしゃるとおり、農業経営統計調査の客体が当然茨城にもございます
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から、例えば今言ったように、ホウレンソウを作っている客体が出荷停止になればその影

響をもろに受けた数字が上がってくるということになります。ただ、それが全体の中でど

のくらい影響があったのかということがちょっと見えにくいのではないかということにつ

いては、おっしゃるとおりでございます。統計調査においては数の問題もありますし、そ

このところを全部フォローできるかというと、少なくとも農業経営統計調査の中での限界

としては、それ以上は難しいというふうに思っています。もっと標本数を増やすとか、風

評被害による出荷停止が発生した地域を集中的に調査するとか、そういうことをやれば別

ですけれども、少なくとも農業経営統計調査の議論の中では、それ以上はできないと。 

○廣松部会長 当然のことながら、これから復興が進んでいくということになると思いま

す。それは別の調査というか、別の形で調べていただいて公表していただくということに

なるのでしょうか。 

○成瀬課長補佐 そこのところは今検討していまして、これから具体化できるかどうか分

かりませんけれども、統計部内でも今いろいろ検討はしています。 

○廣松部会長 ありがとうございました。よろしいでしょうか。ほかに御発言ございませ

んでしょうか。 

 皆様方の御協力によって、少し時間が早目でございますが、一応審査メモで用意いたし

ました論点に関しては、議論を終えることができました。 

 最初に吉田調査官から説明があったと思いますが、これから答申案の作成について、総

務省と農林水産省と調整の上、作成をするということになります。 

 今日の議論、あるいは全体を通して言い忘れたというか、ここは言っておきたいという

のがございましたら、今、御発言いただければと思いますが、よろしいでしょうか。勿論

後ほど事務局に御連絡いただくということも可能でございますので、その点よろしくお願

いいたします。 

 それでは今後の日程につきまして、吉田調査官から連絡をお願いします。 

○吉田調査官 次回の部会は７月１日金曜日、開始時間は本日と同じく 16 時、午後４時と

いうことでございます。場所はこの会議室でございます。 

 次回は最後の部会となりますので、答申案の御審議をお願いしたいというふうに考えて

います。答申案につきましては、本日までの部会の審議の結果を踏まえまして、部会長の

御指示を頂きながら、私どもの方で作成いたします。作成した案につきましては、６月 28

日までには皆様にメールでお送りしたいと思います。今日お配りした資料については、い

つも申しておりますけれども、机の上に置いていただいて結構でございます。ただし、持

ち帰られる場合には、次回、お持ちいただきますようにということでございます。 

 それから、今年は、５月１日からクールビズということでございまして、６月からは、

スーパークールビズという話でございますけれども、次回の開催は７月になります。相当

暑いことが想像されますので、軽装でお願いをしたいと思います。そう言っている私がネ

クタイ姿をしており、説得力がないのですけれども（一同笑い）、よろしくお願いいたし



25 

ます。 

○廣松部会長 最後に本日の部会の結果概要に関しましては、７月８日に統計委員会が予

定されておりますので、そこで報告をする予定でございます。本日の部会はこれで終了し

たいと思います。最初遅れまして申し訳ございませんでした。皆様方の御協力どうもあり

がとうございました。 

 


